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【手続補正書】
【提出日】平成30年1月29日(2018.1.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　反応空間内に配置されている活性炭系触媒上でガス相中の一酸化炭素と塩素とを反応さ
せてホスゲンを調製するためのホスゲン発生器の運転方法であって、規定可能な運転期間
の後、前記ホスゲン発生器を停止時間をかけて停止させることによって、少なくとも一時
的に前記ホスゲンの調製を中断し、規定可能な停止時間の後、前記ホスゲン発生器を始動
時間をかけて始動させることによって前記ホスゲンの調製を再開する前記運転方法におい
て、
　前記始動時間中、前記反応空間の直ぐ下流のガス流中の塩素の最大濃度の１０００ｐｐ
ｍｖを超えない程度まで、一酸化炭素を導入することにより、前記ホスゲン発生器を始動
させる前では、前記活性炭系触媒は、塩素を含まないこと、
を特徴とする、前記方法。
【請求項２】
　前記反応空間の直ぐ下流の前記ガス流中の塩素の最大濃度の１００ｐｐｍｖを超えない
、好ましくは５０ｐｐｍｖを超えない、特に１０ｐｐｍｖを超えないことを特徴とする、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　塩素の濃度が前記最大濃度に達する、または前記最大濃度を下回るまで、前記一酸化炭
素の導入を維持しながら、前記ホスゲン発生器の停止中に、前記塩素の最大濃度が守られ
るように、塩素の導入を、前記停止時間に減少させる、または直ちに中断することを特徴
とする、請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記活性炭系触媒を、前記停止時間中６０℃～１４０℃の温度で維持することを特徴と
する、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記ホスゲン発生器が前記停止時間にあり、前記ホスゲン発生器を始動させる前に、前
記一酸化炭素の導入を開始し、
ａ)前記活性炭系触媒を、６０℃～１４０℃の温度に加熱して、および／または
ｂ)前記一酸化炭素ガス流を、１３０℃～２５０℃の温度に加熱して、
前記塩素の濃度が、前記最大濃度に達する、または前記最大濃度を下回るまで、前記活性
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炭系触媒上および／または前記反応空間内にまだ存在している前の製造サイクルからの塩
素を反応させること、
を特徴とする、請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　塩素の濃度が前記最大濃度に達した、または前記最大濃度を下回った後、前記塩素の導
入を始める前に、前記活性炭系触媒を少なくとも１４０℃、特に少なくとも１８０℃の温
度に加熱することを特徴とする、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記塩素の最大濃度に達するため、または前記塩素の最大濃度を下回るために使用する
一酸化炭素の量が、前記反応空間中の活性炭系触媒のメートルトン当り少なくとも４０標
準立方メートル、特に少なくとも６０標準立方メートル、好ましくは少なくとも８０標準
立方メートルであることを特徴とする、請求項１～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記ホスゲン発生器の始動の開始が、前記塩素の導入の開始により定義されることを特
徴とする、請求項１～７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記始動時間をかけて所望の終了値へと前記塩素の導入を増加させることであって、特
に、前記増加を、複数の工程で、好ましくは所望の終了値の２５％、５０％、７５％、１
００％である複数の工程で実施すること、および／または好ましくは均等な時間間隔で実
施される段階的な増加で実施することを特徴とする、請求項１～８のいずれか一項に記載
の方法。
【請求項１０】
　塩素の体積濃度を、ＵＶスペクトロメトリーで測定することを特徴とする、請求項１～
９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　塩素に対して２ｍｏｌ％～２０ｍｏｌ％モル過剰のＣＯを、前記始動時間中および運転
期間中に設定することを特徴とする、請求項１～１０のいずれか一項に記載の方法。
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